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２０２４年４月１日版 

 

 

 

「介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント」重要事項説明書 

 

 

当事業所は利用者に対して介護予防支援・介護予防ケアマネジメントサービス（以下「介護予防プ

ラン」いう）を提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたい

ことを次の通り説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当サービスの利用は、原則として基本チェックリストにより「事業対象者」と認

定された方又は、要介護認定の結果「要支援１」「要支援２」と認定された方が対

象となります。 

 

 

１．事業者 

（１）法人名        社会福祉法人 清幸会 

（２）法人所在地     栃木県那須塩原市東原字天蚕場１６６番地 

（３）電話番号       ０２８７－６０－３３６１ 

（４）代表者氏名     理事長  池田 香織 

（５）設立年月       昭和６３年１２月２６日 

 

 利用者が居宅での介護予防サービスやその他の保健医療サービス、福祉サービスを適切に利

用することができるよう、次のサービスを実施します。 

○利用者の心身の状況や利用者とその家族等の希望をおうかがいして、介護予防プランを作成

します。 

○利用者の介護予防プランに基づくサービス等の提供が確保されるよう、利用者及びその家族

等、指定介護予防サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、介護予防サービスの実施

状況を把握します。 

○必要に応じて、事業者とご利用者双方の合意に基づき、介護予防プランを変更します。 

☆介護予防支援・介護予防ケアマネジメントとは 
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２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    地域包括支援センター・介護予防支援事業所 

（２）事業の目的     介護保険法令の趣旨に従い、利用者がその居宅において、その有する能力に

応じ、可能な限り自立した日常生活を営む事ができるように支援する事を目

的として、介護予防支援・介護予防ケアマネジメントを提供します。 

（３）事業所の名称    稲村いたむろ地域包括支援センター  

平成１８年４月１日指定     

 栃木県 第０９０１３０００５３号 

（４）事業所の所在地  栃木県那須塩原市東原字天蚕場１６６番地 

（５）電話番号       ０２８７－６０－３３６１ 

（６）事業所長（管理者）氏名    星 早苗 

 

（７）当事業所の運営方針 

 総合事業対象者及び要支援状態となった利用者の自立が図れるように、保

健師（看護師）・社会福祉士・主任介護支援専門員（以下職員）が、関係

機関等と連携をとりながら長年住み慣れた地域で在宅生活が継続できる

ようにきめ細やかな援助をさせていただきます。 

（８）開設年月       平成１８年４月１日 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１） 通常の事業の実施地域  

那須塩原市稲村地区 

（緑ヶ丘・北栄町・松原町・阿波町・新町・西新町・豊住町・豊浦北町・並木町・若草町・ 

 若松団地・稲村１区・稲村２区・稲村西町・東原１区・東原２区・東原３区・東原４区・ 

 美原町・東原中央・四方寺・藤田開拓・小結・小結開拓・鳥野目） 

那須塩原市高林地区 

（高林・下の内・川原向・柏林・箕輪・洞島・箭坪・木綿畑本田・木綿畑新田・湯宮・ 

 鴫内・百村本田・百村新田・穴沢・笹野曽里・油井・板室・塩沢・西岩崎・戸田・ 

 青木１区・青木２区・青木３区・青木４区・青木東昭区） 

 

 

（２） 営業日及び営業時間      

営 業 日 月曜日～土曜日（年末年始は除く） 

受 付 時 間 月曜日～土曜日  ８時４５分～１７時４５分 

サービス提供時間 月曜日～土曜日  ８時４５分～１７時４５分 
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４．職員の体制 

 当事業所では、利用者に対して介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを提供する職員 

として、以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> 

業者の職種・

員数（人） 

管 理 者 兼     

主任介護支援専門員 
社会福祉士 

保健師もしくは 

経験ある看護師 
介護支援専門員 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

常 勤（人） １以上  １以上  １以上   
 

非常勤（人）       １ 
 

常 勤  

換 算 数 
１以上  １以上 １以上 ０.５以上 

 

※常勤換算数：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤

職員の所定勤務時間数（例：週 40時間）で除した数です。 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントとして次のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から給付されますので、

利用者の利用料負担はありません。 

 

（１） サービスの内容と利用料金 

 

＜サービスの内容＞ 

①介護予防サービス・支援計画の作成 

利用者のご家庭を訪問して、利用者の心身の状況、置かれている環境等を把握したうえで、介 

護予防サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下「介護予防サービ

ス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、介護予防サービス・支援

計画（以下「介護予防プラン」という。）を作成します。 

 

 ②介護予防サービス・支援計画の交付 

  保健師（看護師）その他介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関する知識を有する職 

員（以下、「担当職員」という。）は、介護予防プランを作成した際には、当該介護予防プランを 

利用者及び当該計画に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者に交付します。 
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（介護予防プランの作成の流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③介護予防プラン作成後の便宜の供与 

・利用者及びその家族等、介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行い、介護予防

プランの実施状況を把握します。 

・介護予防サービス・支援計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう介護予防サービ

ス事業者等との連絡調整を行います。 

・利用者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行います。 

 

④介護予防プランの変更 

     利用者が介護予防プランの変更を希望した場合、または事業者が介護予防プランの変更 

が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意に基づき、介護予防プランを変更し 

ます。 

 

 

事業者は、職員に介護予防プランの作成に関する業務を担当させます。 

介護予防プランの作成の開始にあたって、当該地域における指定介護予防サービ

ス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正にご利用者又はその

家族等に対して提供して、サービスの選択を求めます。 

尚、その際には複数の事業所の紹介を求めることが可能です。 

職員は、ご利用者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、ご利用者に提供さ

れるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り

込んだ介護予防プランの原案を作成します。 

職員は、前項で作成した介護予防プランの原案に盛り込んだ指定介護予防サービ

ス等について、保険給付及び介護予防・日常生活支援総合事業の対象となるか否

かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者及びその家族等に

対して説明し、利用者の同意を得た上で決定するものとします。 
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 ⑤介護予防プランの評価 

     担当職員は、介護予防プランに位置づけた期間が終了するときは当該計画の目標の達成 

     状況について評価を行います。 

 

    ⑥医療と介護の連携 

     ・入院された場合には担当職員の氏名等を入院先医療機関にお伝えください。 

     ・医療系のサービスのご利用を希望されている場合等は、利用者の同意を得て主治の 

      医師等に意見をいただきます。 

     ・指定介護予防サービス事業所等から得た、利用者の服薬状況、口腔機能、生活の状況な

ど必要と認められる情報を、利用者の同意を得て主治の医師や歯科医師、又は薬剤師に

お伝えします。 

 

    ⑦障害福祉制度との連携 

      障害福祉サービスを利用してきた方が介護保険サービスを利用する場合には、障害福祉 

      制度の相談支援専門員との連携に努めます。 

 

⑧介護保険施設への紹介 

      利用者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合又は利用

者が介護保険施設への入所を希望する場合には、利用者の要介護認定に係る申請につい

て必要な支援を行い、介護保険施設への紹介その他の便宜の供与を行います。 

 

＜サービス利用料金＞   

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関するサービス利用料金について、事業者が法律

の規定に基づいて、介護保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代理受領）

は、利用者の自己負担はありません。 

但し、利用者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料金に相当する

給付を受領することができない場合は、下記のサービス利用料金の全額をいったんお支払い下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介護予防支援費        ４，４２０円（月額） 

 介護予防ケアマネジメント費  ４，４２０円（月額） 

 初回加算           ３，０００円 

 委託連携加算         ３，０００円 



6 

 

６．サービスの利用に関する留意事項 

（１）業務の委託 

当事業所は、業務内容の一部を指定居宅介護支援事業者に委託する場合があります。利用者

の介護予防サービス・支援計画書の作成を担当する事業者については、利用者と協議の上、決

定します。 

〈業務委託内容〉 

① 基本チェック 

② 介護予防サービス・支援計画書原案の作成 

③ 介護予防サービス・支援計画書の交付 

④ 介護予防サービス・支援計画作成後の支援 

⑤ サービス担当者会議の開催 

⑥ 評価・モニタリング 

 

（２）職員の交替 

  事業者からの職員の交替 

事業者の都合により、職員を交替することがあります。 

センターは、職員を交代する場合には理由を明らかにし、利用者に対してサービス 

利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

  

７．苦情の受付について 

（１）苦情の受付 

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

   ○苦情受付窓口（担当者）  地域包括支援センター職員 

     ○受付時間         ８時４５分～１７時４５分 

 

（２）社会福祉法人清幸会「苦情申出窓口」 

１ 苦情解決責任者  星 早 苗    （管理者） 

２ 苦情受付責任者  藤 田 真 美 子  （看護師） 

３ 第三者委員    網 野 惣 一  （連絡先 ０２８７－８８－８８８８） 

           井 出 慎 吾  （連絡先 ０３－３８６２－９８９１） 

（３）苦情解決の方法 

① 苦情の受け付け 

苦情の面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。 

なお、第三者委員に直接苦情を申し付けることも出来ます｡ 

 

② 苦情受付の報告・確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員(苦情申出

人が第三者委員へ報告を拒否した場合を除く)に報告いたします｡第三者委

員は内容を確認し，苦情申出人に対して，報告を受けた旨を通知します｡ 
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③ 苦情解決のための話し合い 

苦情解決責任者は，苦情申出人と誠意を持って話し合い，解決に努めます｡

その際、苦情申出人は，第三者委員の助言や立会いを求めることができます｡   

なお、第三者委員の立会いによる話し合いは，次により行ないます｡ 

(ア)第三者委員による苦情内容の確認 

(イ)第三者委員による解決案の調整，助言 

(ウ)話し合いの結果や改善事項などの確認 

 

④ 本事業所で解決できない苦情は、次に申し立てることができます｡ 

 

 

行政機関その他苦情受付機関 

 

那須塩原市役所（本庁） 

高齢福祉課 

介護管理係 

所在地 栃木県那須塩原市共墾社 108-2 

電話番号・０２８７－６２－７１９１ 

国民健康保険団体連合会 

所在地 栃木県宇都宮市本町 3番 9号 

 栃木県本町合同ビル 6階 

電話番号・０２８－６２２－７２４２ 

栃木県運営適正化委員会 

所在地 栃木県宇都宮市若草町 1-10-6 

とちぎ福祉プラザ内 

電話番号・０２８－６２２－２９４１ 

 

 

８．事故発生時の対応 

職員は、利用者に対する介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務の提供により事故が発生

した場には、速やかに必要な措置を講じ、利用者の家族等の関係者及び利用者のかかりつけ医に連

絡をとると共に、市や管理者に報告し必要な措置を講ずることとします。また、事故の原因を解明

し、再発防止の対策を講じます。 

なお、介護予防支援の提供に伴って、事業者又は職員の責めに帰すべき事由により利用者に損害

を及ぼした場合には、その損害を賠償するものとします。 

 

９．秘密の保持と個人情報の保護について 

（１）ご利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

① 事業者、担当職員又は従業者は、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントを提供する

上で知り得た利用者及びその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。

（守秘義務） 

 



8 

 

 ② サービス担当者会議など、利用者に係るほかの介護予防サービス事業者との連携を図る 

など正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た 

上で、利用者又は家族等の個人情報を用いることができるものとします。 

 

   ③ 事業者は、ご利用者及びそのご家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの

他、電磁的記録も含む）については、管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第

三者への漏洩を防止するものとします。 

※当事業所におきましては、社会福祉士の養成のための実習指導者講習会を修了し、

相談援助実習の受け入れを行うことがあります。尚、プライバシーの保護及び実習

中に知り得た利用者及びその家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩

しない旨を関係学校と誓約しております。 

 

１０. 損害賠償について 

  事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠償 

いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

  ただし、その損害の発生について、利用者に故意又は過失がある場合には、利用者の 

置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときに限り、事業者の損害賠償を減じる 

場合があります。   

 

１１．情報開示 

（１）社会福祉法第 24 条等の趣旨に則り、事業所が提供するサービスを安心して利用できるよう

理解と信頼を促進するため、情報公開・情報の開示を促進するものです。情報公開・情報の開

示の内容は、別に定める情報公開・開示規程に基づき行います。 

① 利用者に提供した介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントについて記録を作成し、そ 

の完結の日から５年間保管すると共に利用者または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写 

物を交付します。 

 

② 利用者が他の介護予防支援事業者の利用を希望する場合やその他利用者から申し出があ

った場合は、利用者に対し、直近の介護予防プラン及びその実施状況に関する書類を交付

します。 

 

１２．虐待の防止について 

  事業所は、ご利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げる通り

必要な措置を講じます。 

 

     〇虐待防止に関する担当者 

      ［管理者］ 星 早苗 

 

① 虐待防止対策を検討する委員会を定期的に開催するとともにその結果を職員に周知します。 
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② 高齢者虐待防止のための指針を整備します。 

③ 虐待防止を啓発・普及するための研修を職員に対し実施します。 

④ 事業者は、サービス提供中に、職員やご利用者のご家族等による虐待を受けたと思われた

ご利用者等を発見した場合は、速やかに市に通報します。 

⑤ 成年後見制度の利用を支援します。 

 

１３．業務継続計画の策定 

  感染症や非常災害の発生時に、ご利用者に事業を継続的に実施するために次の措置を講じます。 

① 業務継続計画を策定します。 

② 職員に対する業務継続計画の周知、定期的な研修及び訓練を実施します。 

③ 定期的な業務継続計画の見直し及び変更を行います。  

 

１４．衛生管理等について 

（１）職員の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品の衛生的な 

管理に努めます。 

 

（２）事業所内で感染症が発生の予防および蔓延を防ぐため、次の対策を講じます。 

① 感染症対策を検討する委員会を六か月に１回以上開催し、その結果を周知します。 

② 感染症対策の指針を整備します。 

③ 職員に対して定期的に研修及び訓練を実施します。 

 

１５．ハラスメントの防止について 

 （１）職員に対するハラスメントの防止のため、ご利用者やそのご家族等に対しハラスメントにつ

いて説明を行い、職員に対し研修を実施するなど必要な措置を講じます。 

 

（２）ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善に対

する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

   〈ハラスメントとみなされる行為の例〉 

① 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

② 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

 

１６．身分証携帯義務 

  センターの職員は常に身分証を携帯し、初回訪問時及びご利用者又はご利用者のご家族から提示 

を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 
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重要事項説明同意書 

 

  年  月  日 

稲村いたむろ地域包括支援センター 

 管 理 者   星 早苗  様 

 

 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説

明を行いました。 

 

稲村いたむろ地域包括支援センター 

 

 

 説 明 者       職種                    

 

 

               氏 名                  印 

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、介護予防支援及び介護予防ケアマ

ネジメントのサービス提供開始に同意しました。 

 

 

 

利用者           住 所                       

 

 

氏 名                      印 

 

 

 

代筆者           住 所                       

 

 

氏 名                      印 
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個人情報に関する同意書 

 

年    月    日 

 

稲村いたむろ地域包括支援センター 

 管 理 者   星 早苗  様 

 

 

 介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供開始に際し、重要事項に基づき個人情報の取り

扱いについて説明を行いました。 

 

  稲村いたむろ地域包括支援センター 

 

説 明 者         職 種                     

 

              氏 名                   印      

 

 

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントのサービスを受けるにあたり、私（利用者）、及

びその家族の個人情報について、稲村いたむろ地域包括支援センターの職員が介護予防サービス

事業者や主治医などの関係者に対して、介護予防サービス計画作成、担当者会議など必要と定め

る範囲で提供及び利用することに同意いたします。 

 

  

利 用 者        住 所                       

 

 

                氏 名                      印 

 

 

 

家   族        住 所                        

 

 

                氏 名                      印 

 

 

                本人との続柄                     


